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表 1 地 帯 地 域 別 に み た 諸 特 徴
保有合理化型地帯 基盤謹強化型地帯 流動少数型地帯
保有合理化型楽部地区 保有合羊酎ヒ型西部地区 基盛業強化型東部地区 基盤淀強化-ZJを望酉部地区 流動少数型南部地区
(小中､貝E]､rFr) (矧叶) (奥県守､紫本荘) (奥加､野間､西浜谷､西岡屋) (削山川コ､酌山奥､綾川｣二ノ東､後川上ノ西)
同上 中大規模層 :全稲作作業を自分で行う 小小規模層 :依頼する稲作作業がある 小中規模層 :依頼する稲作作業がある
稲作 集落組織等による対応 集詣組締≡等による対応 集落組織等による対応
組織化 ･機械の共同利用方式 ･基幹作業を集団のオペが実施 ･去帥紺三業を集団のオペが実施
方式 組織的対応は不要 ･機械の共同利用力式集落-呈劉易方式 ･機械の共同利用方式
同上 集落組織等による対応 集清純親等による対応 戯協 .戯業者に作業委託 壌詣組織等による対応 集落組織等による対応
暮機械の共同利用方式 ･機械の共同利用方式 ･受託腿業者に作業委託 一線幹作業を集LqJのオペ ･基幹作業を袋糊のオペが実施
･集落-農場方式 ･基幹作共を弘樹のオペ 集落組織等による対応 が実施 ･機械の共同利用方式
農協 .戯業者に作業委託 が実施 ･機械の共同利用方式基幹作業を集団のオペが実施 ･機械の共同利用方式･受託農業者に作業委託 組織的対応は不要 集ー落-農場方式
同上 小規模層 :農協 .農業者に作業委託 小規模層 :劇親.彪業者に作業委託 小規模層 :農協 .農業者に作業委託
･受託農業省に作業委託 ･受託132.業者に作柴委託 ･GFささやま等の三
中規模層 :集落組織等による対応 中規模層:集落組織等による対応 セクに作業委託
(総経営面棟削) ･機械の共同利用方式 ･基幹作業を集団のオペが実施 中規模層 -.集蒲組織等による対応･妙枠作業を集団のオペが実施機械の共同利用方式大 :組稲畑'.]対応は不要
大規模層 .'紙箱宅的対応は不安 ･機械の共同利用方式大規模屑 二組織的対応は不要
同上 全稲作作業を自分で行う二組織的対応は不要 全稲作作業を自分で行う:組織的対応は不要 全稲作作業を自分で行う:集落組織等による対応 集落組織等による対応 組織的対応は不要
(稲作 作 依頼する稲作作業がある :農協 .腿某省に作業委託 依頼する稲作作灘がある:集落組織等による対応 集落組織等による対応














次いで ｢農協 ･農業者に作業委託｣で､もっとも少ないのが ｢組織的対応は不要｣である｡
地帯地域別では､保有合理化型東部地区で ｢集落組織等による対応｣と ｢農協 ･農業者に作
業委託｣が､保有合理化型西部地区で ｢集落組織等による対応｣と ｢組織的対応は不要｣が､














的対応は不要｣を希望し､小規模層ほど ｢農協 ･農業者に作業委託｣を､中規模層では ｢集
落組織等による対応｣を希望する｡
転作大豆作に関して希望する組織化方式についてみると､全体では ｢集落組織等による対
応｣がもっとも多く､次いで ｢組織的対応は不要｣で､もっとも少ないのが ｢農協 ･農業者
に作業委託｣である｡地帯地域別では､基盤強化型地帯と流動少数型地帯で全体と同じよう
な傾向を示すのに対して､保有合理化型地帯で ｢組織的対応は不要｣とする農家の割合が高

















画による利用権 (賃借権 ･使用貸借権 ･経営受託権)設定の方向と､(ロ)農地保有合理化法
人による集合的利用権等調整事業等の方向の2つがある｡(イ)の農用地利用集積計画による








































経営体型地域営農集団 己> 個別農業経営体 型 亘>農業経営体型
(集落-農場方式) 地域営農集団 地域営農集団 q1
甘 廿 も
基幹作業オペ実施型 基幹作業再委託 型 農地提供者 .作業 <ク
地域 営 農集団(基幹作業 く>地域営農集団(基幹 作業 実施者共同経営型






























































































































促進の方向から､この (イ)の ｢集落営農組合 (地域営農集団)による作業受託の方向｣を
無視してしまうわけにはいかない｡
事実､希望する稲作組織化方式に関するアンケ-ト結果によると､｢基幹作業オペレーター
実施型地域営農集団｣だけでなく､｢機械利用型地域営農集団｣や ｢完全個別農業経営体型地
域営農集団｣それに ｢基幹作業再委託型地域営農集団｣などに関心を寄せる農家もあって､
考察するにあたっては､考えられる多くのタイプを頭に入れておく方が望ましいといえるの
である｡しかも､今後､いっそうの兼業深化と高齢化のなかで､｢基幹作業委託個別農業経営
体型地域営農集団｣なども生まれてこないとも限らない｡
ただし､集落営農組合 (地域営農集団)を形成することができるのは､組織的な取り組み
が可能な集落ないしは地区に限られていて､例えば､都市化の進んでいる集落や圃場整備が
未整備の集落などでは､その形成が困難なことも予想されるOこのように､組織的取り組み
が困難となるような場合には､(ロ)の農協 ･三セク･農地保有合理化法人等による作業受託
の方向や､(ハ)の個別相対による作業受託 (個人的に組織された作業受託者グループによる
対応を含む)の方向に頼らざるをえないという場面も出てくるものと思われる｡
ここで､農作業受委託を促進するにあたって､篠山地区では､集落営農組合 (地域営農集
団)を充実ないしは形成することにより作業受委託を促進する方向 ((イ)の方向)でいくの
か､あるいはそれ以外の方向 ((ロ)(ハ)の方向)でいくのかという点について､アンケ-
卜調査結果をもとに､若干の考察をしておこう｡
まず､希望する稲作組織化方式に関して地帯地域別にみたアンケート調査結果は次のよう
であった (表1参照)｡保有合理化型東部地区では ｢集落組織等による対応｣(38.1%)(｢機
械の共同利用方式｣(14.3%)､｢集落-農場方式｣(9.5%))と ｢農協 ･農業者に作業委託｣
(31.0%)(｢受託農業者に作業委託｣(21.4%))が望まれ､保有合理化型西部地区では ｢集落
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組織等による対応｣(38.5%)(r機械の共同利用方式｣(ll.5%)､｢基幹作業を旅団のオペが
実施_H ll.5%))と ｢赦描細り対応は不要｣(38.5%)が希望されていたO
次いで､基盤強化型東部地区では ｢駿協 ･遊業者に作業委託｣(42.1%)(｢受託遇業者に作
業委託｣(28.9%))と ｢集落組織等による対応｣(31,6%)(卜機械の共同利用方式｣(15.8%)､
｢去摘 作ゝ業を集団のオペが実施｣(10.5%))が望まれ､基盤強化型西都地区では ｢集落組織等
による対応｣(66.3%)(｢基幹作業を集団のオペが実施｣(27.2%)～｢機械の-3引綱昨日方式一書
(2().7%)､｢集落-磯場方式｣(14.1%))が希望されていた
そして､流動少数型南部地区では ｢集落組織等による対応｣(53.8%)(｢基幹作業を集団の
オペが実施｣(23.7%)､｢機械の共同利用 方 式｣(18.3%))が希望されていたO
こうして､篠山地区における希望する稲作組織化方式に関する以上の訳述を要約すると､
図3のように模式的に表現することができる｡そして､篠山地区における水稲作に関する戯
作兼受委託促進の方向は､(イ)の集落営腿組合 (地域営戯集団)による作業受託の方向でい
くのか､(ロ)の戯協 ･三セク･愚地保有合理化法人等による作業受託の方向でいくのか､さ
らには､(ハ)の個別相対による作業受託 (個人的に組織された作業受託者グルーブによる対
応を含む)の方向でいくのか､を明らかにすることができるのである｡
最後に､希望する転作大豆作の組織化方式についてのアンケ- 卜調査結果から､転作大豆
に関する組織化方式の方向について触れておこうO
希望する転作大豆作の組織化方式を地′ぎ勘助戎別にみると､まず､保有合理化型東部地区で
は ｢組織的対応は不要｣(40.0%)と ｢集落組織等による対応｣(40.0%)(｢機械の共同利用
方式｣(20.0%))が望まれ､保有合理化型西部地区では ｢組織的対応は不要｣(48.0%)と
｢集落組織等による対応｣(36.0%)(｢機械の共同利用方式｣(16.()%))が希望されていた｡
次いで､基盤強化型東部地区では ｢集落組織等による対応｣(67.6%)(｢機械の共同利用方
式｣(32A%)､｢防除のみ組織的対応｣(26,5%))が望まれ､基盤強化型酉部地区では ｢集落
組織等による対応｣(69.9%)汀機械の共同利用方式｣(35.6%)､｢基幹作業を集団のオペが
実施｣(16.4%))が希望されていた｡
そして､流動少数型南都地区では ｢集落組織等による対応｣(64.5%)(r機械の共同利用方
式｣(38,2%))が希望されていたのである｡
こうして､篠LLけ鋸茎における希望する転作大豆の組織化方式に関する以上の説述を要約す
ると､図4のように模式的に嚢現することができる｡そして､篠山地区における転作大豆作
に関する作業受委託促進の方向を明らかにすることができるのであるo
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むすび
本稿を終えるにあたって､篠山地区の地域営農の将来方向として､利用権設定を促進する
方向と農作業受委託を促進する方向に加えて ｢農地提供者 ･作業実施者共同経営型地域営農
集団｣を形成する方向が存在することについて触れておきたい｡農地提供者からなる地域ぐ
るみ組織の団体と作業者とが共同経営を営む ｢農地提供者 ･作業実施者共同経営型地域営農
集団｣は､篠山地区において今後育成すべき地域営農集団の頬型である｡
なぜならば､第 1に､農地提供者を構成員とする団体がこのような共同経営のパー トナー
となることは､地域農業の展開や農地の保全等に対して地主がつねに関心を示すことに通ず
るため､地域の農業の発展にプラスになるであろうことを予想させる｡第2に､農地提供者
の団体が共同経営のパー トナーとなることは､地主も団体を通して農業経営に参加している
と理解されるため (団体が補完作業を提供するときはなおさらそうである)､地主によっては
心の底に潜在している農業離れに対する罪の意識から解放されることができる｡そして第3
に､農地提供者の団体が共同経営のパートナーである限り､実際に農作業にタッチすること
はなくても､地主のままで農協の正組合員として居続けられる可能性が､単なる地代収得地
主の場合よりずっと高くなるであろうことを予想させる｡このようなことを考慮すると､こ
の類型は､篠山地区において今後育成すべき地域営農集団の類型のように判断されるのであ
る｡
以上､篠山地区の地域営農の将来方向について考察した｡繰り返し述べたように､利用権
(賃借権 ･使用貸借権 ･経営受託権)設定を促進する方向と､農作業受委託を促進する方向の
2つの方向をうまく絡み合わせまた連動させていくことが重要である｡加えて ｢農地提供者･
作業実施者共同経営型地域営農集団｣という共同経営を形成する方向も無視できないことを
強調しておきたい｡
注
1)本稿は､筆者が執筆した 『平成12年度 ･地域農業経営改善調査及び利用権設定等実態は
握調査報告書 【兵庫県篠L而i】』(平成13年3月､農林水産省近畿農政局生産経営部経営課)
をもとに作成した｡
2)14の集落とは､殿町､奥朋､野間､西浜谷､酉岡屋､小中､酎由中､曽地奥､後川上ノ
東､後川上ノ西､奥県守､東本荘､貝H､中である｡なお､アンケートについては､配布
部数384､回収部数343､有効回答部数341であった｡
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